





















慶應義塾大学経済学部が用いているStudy Skills for College English（第２版：慶應義塾
大学出版会、2011年）をテキストとして使い、トピックセンテンス、フォーマット、ス
タイルといった英文作成に必要な概念と規則を説明した。また、理系の最先端で起きた「論
文のコピペ」といわれる事件が社会問題化していたこともあり、引用の方法については特
に時間を割いて講義を行った。他の科目でも、早い段階でplagiarism（盗作や剽窃）を回
避するために不可欠な方法を教えることが今後ますます必要になってくるであろう。
英語での発表原稿を完成させるにあたって、まず日本語での要約を作ることから始める
こととした。履修者の調整に際して各人の研究テーマの要旨を提出してもらったため、そ
れをもとにしてもらった。次にそれを英文にし、さらにパワーポイント用のスライドへと
拡張し、最終的に英文報告原稿を完成させるという段取りをとった。クラスでは、各人が
全員分のコピーを用意し、それを修正・コメントしていくことも行った。学生に共通する
疑問点やミスが少なくないため、全員がそれぞれの書いたものに目を通すことが重要だと
考えた。最後の段階になると電子メールで個別にやりとりすることとなった。
「書く」ということに対し、「読む」という作業も重視した。トピックセンテンスなど英
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語論文の基本的な構造を解説したうえで、英語圏の日本研究からいくつかの論文や要旨を
とりあげ、英語論文の読み方と書くときに便利な表現を講義した。しかし、授業後半は、
各人の発表原稿の作成の準備に時間をとられ、計画したほど日本研究文献を読むことがで
きなかった。読むだけでなく、先行研究の整理も含め英語圏の日本研究について議論する
ための時間を設けることが今後の課題となった。日本学研究室で海外の日本研究について
の文献リストや基本論文集（ブリック）を作成することが今後あってもよいであろう。
２　成果の発表
履修者全員への課題として７月12日に発表会を行った。同様の趣旨で開かれた関西学
院大学での私のコースの受講生も参加するかたちとした。双方の希望者がその数週間後に
オーストラリア研修に参加するため、その交流会も兼ねることとなった。発表会は、準備
の通りにつつがなく終えた者、緊張ゆえに発表時間を超えた者、直前の用意でこなした者
などさまざまであったが、各人ともおおむね目標を達成したと思われる。研究発表は経験
が重要なので、こういった非公開の集まりから場数を踏んでいくことが大切である。
履修者の中から希望があった３名（博士前期課程２名、博士後期課程１名）は、７月
26〜30日に行われたオーストラリア研修にも参加した。オーストラリア国立大学（ANU）
では毎年１月末ないし２月上旬の（南半球の）夏休みを利用して日本研究の院生サマース
クールを開いてきた。これまで10年近くに渡って、オーストラリア、ニュージーランド
はもちろん、世界各地の大学や大阪大学をはじめとする日本から参加者を集めていたもの
の、主催校の都合で2012年をもって休止となった。そのため、今回は、ANUと関西学院
大学、日豪双方の有志によりかたちを変えて再開することとし、関西学院大学（社会学研
究科）より大学院生５名が参加し、大阪大学（文学研究科日本学研究室）からも希望者が
渡航することとなった。
日本側が夏休みということで今回も「サマースクール」となったが、会場のキャンベラ
は真冬であり、気候の変化に戸惑った参加者もみられた。しかし、体調を崩す者も出ず、
参加者全員が無事に報告をしてすべての旅程を終えることができた。また、テッサ・モー
リス-スズキ教授（アジア太平洋研究学群）が基調講演を引き受けてくださり、受入校と
して会場の提供などをしてくれたANU側からも大学院生３名が報告、別の院生３名が司
会として参加した。ほかにも、各パネルに参加したANUの教員や院生から報告に対して
意見や質問が出された。オーストラリア側の暖かい接遇に御礼申し上げる。
現地では、日本と異なる聴衆に向けた報告を用意するにあたって、工夫が必要であると
いう意見やアドバイスが日本からの発表者に出された。発表のスタイルや構造を英語の様
式にあわせるという形式的なことだけでなく、聴衆の知的な枠組に引っかかるような展開
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が必要だというのである。これは、個々人が自身の研究を聞き手（英語圏）の文脈に置い
て考えねば解決しえない問題であり、私が担当した一つの授業だけでは対応できないもの
であろう。それは、大学の「国際発信力」が（国策として上から）問われている昨今、学
部・研究科全体、あるいは大学全体で取り組むべき課題であるともいえる。そして、その
ための制度設計の過程にこそ、複数の「普遍性」の存在を重視する人文学を社会に還元す
る道があるはずである。
 （からしま　まさと　関西学院大学先端社会研究所専任研究員）
